
　

政
府
は
２
０
２
０
年
末
に
、「
デ
ジ
タ
ル
社
会
の

実
現
に
向
け
た
改
革
の
基
本
方
針
」
と
「
デ
ジ
タ

ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト
実
行
計
画
」
を
閣
議
決
定
し
た
。

こ
の
一
連
の
デ
ジ
タ
ル
改
革
の
う
ち
、
特
に
重
要
な

テ
ー
マ
が
「
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
」
と
「
国
・
地
方

デ
ジ
タ
ル
化
」
で
あ
る
。
筆
者
は
、
総
務
省
の
「
自

治
体
シ
ス
テ
ム
等
標
準
化
検
討
会
」
座
長
や
「
地
方

自
治
体
の
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン

推
進
に
係
る
検
討
会
」
座
長
、
そ
し
て
デ
ジ
タ
ル
・

ガ
バ
メ
ン
ト
閣
僚
会
議
の
も
と
に
設
け
ら
れ
た
「
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
及
び
国
と
地
方
の
デ
ジ
タ
ル
基
盤

抜
本
改
善
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

Ｗ
Ｇ
）」
の
構
成
員
と
し
て
こ
れ
ら
の
テ
ー
マ
の
議

論
に
関
わ
っ
て
き
た
。
そ
こ
で
、
以
下
で
は
こ
の
改

革
の
目
的
と
取
り
組
み
の
概
要
を
整
理
し
、
改
革
を

武
蔵
大
学
社
会
学
部
教
授

庄しょう
じ司 

昌まさひ
こ彦

進
め
る
う
え
で
考
慮
す
べ
き
点
な
ど
を
自
ら
の
観
点

か
ら
述
べ
た
い
。

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
と
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

　

ま
ず
重
要
な
の
は
、「
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
」

で
あ
る
。

　

特
別
定
額
給
付
金
の
手
続
き
で
は
、
マ
イ
ナ
ン
バ

ー
カ
ー
ド
と
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
を
利
用
し
た
申
請
を

受
け
付
け
た
。
し
か
し
、
申
請
デ
ー
タ
を
デ
ジ
タ
ル

の
ま
ま
処
理
す
る
体
制
が
整
っ
て
い
な
か
っ
た
な
ど

の
理
由
に
よ
り
、
地
方
自
治
体
の
現
場
で
は
人
海
戦

術
で
申
請
内
容
を
確
認
す
る
な
ど
の
支
障
が
出
た
。

ま
た
、
そ
も
そ
も
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
普
及
率

が
低
く
、
オ
ン
ラ
イ
ン
で
申
請
出
来
る
人
が
少
な
い

こ
と
も
問
題
と
な
っ
た
。

　

こ
の
反
省
を
踏
ま
え
、
ま
た
今
後
の
超
高
齢
社
会

に
備
え
る
た
め
に
は
、
記
入
・
封
入
・
投
函
と
い
っ

た
手
間
や
役
所
へ
出
向
い
た
り
す
る
負
荷
を
削
減
し
、

誰
も
が
い
つ
で
も
ど
こ
で
も
オ
ン
ラ
イ
ン
で
簡
単
に

行
政
手
続
き
を
行
え
る
よ
う
に
し
て
い
く
必
要
が
あ

る
。

　

こ
の
オ
ン
ラ
イ
ン
手
続
き
で
本
人
確
認
の
手
段
と

な
る
の
が
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
公
的
個
人
認

証
機
能
だ
。
デ
ジ
タ
ル
社
会
の
基
盤
と
な
る
本
人
確

認
手
段
を
広
く
普
及
さ
せ
る
た
め
に
、
マ
イ
ナ
ン
バ

ー
カ
ー
ド
の
利
便
性
を
抜
本
的
に
向
上
さ
せ
、
国
民

の
取
得
を
促
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
具
体

的
に
は
、
運
転
免
許
証
と
の
一
体
化
や
、
公
的
個
人

認
証
機
能
の
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
へ
の
搭
載
な
ど
が
行

わ
れ
る
。

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
と

国
・
地
方
デ
ジ
タ
ル
化
の
今
後
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特集 ポストコロナのデジタルガバメントとデジタルエコノミー

　

ま
た
、
国
民
の
取
得
促
進
に
つ
い
て
は
「
２
０
２

２
年
度
末
ま
で
に
ほ
ぼ
全
て
の
国
民
が
マ
イ
ナ
ン
バ

ー
カ
ー
ド
を
取
得
す
る
こ
と
を
目
指
す
」
と
い
う
目

受
取
口
座
の
創
設
な
ど
が
行
わ
れ
る
。

国
・
地
方
デ
ジ
タ
ル
化
と 

自
治
体
シ
ス
テ
ム

「
国
・
地
方
デ
ジ
タ
ル
化
」
に
つ
い
て
は
、
住
民
記

録
・
地
方
税
・
福
祉
な
ど
17
分
野
の
自
治
体
シ
ス
テ

ム
の
標
準
化
・
共
通
化
が
最
大
の
テ
ー
マ
で
あ
る
。

　

こ
の
17
分
野
の
基
幹
業
務
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま

で
は
地
方
自
治
の
原
則
の
も
と
、
自
治
体
が
自
ら
情

報
シ
ス
テ
ム
を
整
備
し
て
き
た
。
し
か
し
、
社
会
的

な
「
全
体
最
適
」
の
観
点
で
見
れ
ば
、
同
じ
制
度
に

基
づ
く
業
務
の
シ
ス
テ
ム
を
自
治
体
ご
と
に
開
発
し

て
い
る
こ
と
、
そ
の
結
果
、
様
々
な
カ
ス
タ
マ
イ
ズ

が
行
わ
れ
高
コ
ス
ト
体
質
に
な
っ
て
い
る
こ
と
な
ど

は
、
解
決
す
べ
き
課
題
と
い
え
る
。
そ
し
て
、
ク
ラ

ウ
ド
技
術
の
進
展
な
ど
に
よ
り
、
今
や
全
国
規
模
の

情
報
シ
ス
テ
ム
を
共
同
利
用
す
る
こ
と
で
維
持
管
理

や
改
修
の
コ
ス
ト
を
下
げ
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
て

い
る
。

　

こ
う
し
た
状
況
を
踏
ま
え
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
は
分

散
管
理
と
し
な
が
ら
も
、
共
通
基
盤
上
の
標
準
シ
ス

テ
ム
を
共
同
利
用
し
て
い
く
方
向
へ
政
府
は
大
き
く

舵
を
切
っ
た
。
こ
れ
に
よ
り
重
複
投
資
を
な
く
し
て

標
準
化
・
共
同
化
を
進
め
、
ま
た
デ
ー
タ
の
活
用
な

ど
デ
ジ
タ
ル
化
を
進
め
や
す
い
基
盤
を
整
備
す
る
。

こ
れ
に
よ
り
、
地
方
自
治
体
の
人
手
不
足
や
財
政
逼

迫
に
対
応
し
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
持
続
可
能
化
や
高

度
化
が
可
能
と
な
る
。

標
が
掲
げ
ら
れ
た
。
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
交
付

率
は
23
・
１
％（
２
０
２
０
年
12
月
１
日
現
在
）で
あ

る
の
で
、
約
２
年
間
で
４
倍
も
の
水
準
を
目
指
す
こ

と
に
な
る
。
そ
の
た

め
に
カ
ー
ド
の
発

行
・
更
新
・
申
請
サ

ポ
ー
ト
が
出
来
る
場

所
を
地
方
自
治
体
の

窓
口
か
ら
郵
便
局
・

金
融
機
関
・
コ
ン
ビ

ニ
・
病
院
・
学
校
・

運
転
免
許
セ
ン
タ

ー
・
携
帯
電
話
会
社

な
ど
に
広
げ
る
大
幅

な
拡
充
を
行
う
。

　

こ
の
ほ
か
、
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
制
度
そ
の

も
の
の
改
革
と
し
て
、

「
情
報
ハ
ブ
」
と
し

て
の
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ

ル
の
強
化
、
年
末
調

整
・
確
定
申
告
に
お

け
る
自
動
入
力
の
実

現
、
正
確
な
所
得
情

報
に
基
づ
く
デ
ジ
タ

ル
・
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ

ッ
ト
の
構
築
、
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
付
き
公
金

図表１　マイナンバーカード交付率（実績と目標）
2
0
1
7
年
３
月
１
日

2
0
1
7
年
６
月
１
日

2
0
1
7
年
９
月
１
日

2
0
1
7
年
1
2
月
１
日

2
0
1
8
年
３
月
１
日

2
0
1
8
年
６
月
１
日

2
0
1
8
年
９
月
１
日

2
0
1
8
年
1
2
月
１
日

2
0
1
9
年
３
月
１
日

2
0
1
9
年
６
月
１
日

2
0
1
9
年
９
月
１
日

2
0
1
9
年
1
2
月
１
日

2
0
2
0
年
３
月
１
日

2
0
2
0
年
６
月
１
日

2
0
2
0
年
９
月
１
日

2
0
2
0
年
1
2
月
１
日

2
0
2
1
年
３
月
１
日

2
0
2
1
年
６
月
１
日

2
0
2
1
年
９
月
１
日

2
0
2
1
年
1
2
月
１
日

2
0
2
2
年
３
月
１
日

2
0
2
2
年
６
月
１
日

2
0
2
2
年
９
月
１
日

2
0
2
2
年
1
2
月
１
日

2
0
2
3
年
３
月
１
日

100.0％

90.0％

80.0％

70.0％

60.0％

50.0％

40.0％

30.0％

20.0％

10.0％

0.0％

２
０
２
２
年
度
末
ま
で
の
全
国
民
へ
の
交
付
を
目
標

• 

運
転
免
許
証
と
の
一
体
化

• 

公
的
個
人
認
証
の
ス
マ
ホ
搭
載

• 

民
間
利
用
拡
大

• 

カ
ー
ド
利
用
範
囲
拡
大

　
（
教
育
・
金
融
・
各
種
免
許
）

• 

健
康
保
険
証
利
用
　
　
　
な
ど

さらに増加率を高めていく必要。
• 用意している施設で実現できるか
• 需要の増加に交付が追いつくか

※１日時点のデータとして揃えるため一部改変。点線は２区間移動平均。
出所：総務省「マイナンバーカード交付状況について」
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時
期
と
な
っ
た
。

　

地
方
自
治
体
や
Ｉ
Ｔ
企
業
で
は
、
短
期
間
で
大
規

模
な
移
行
作
業
が
行
わ
れ
る
こ
と
に
対
し
て
、
デ
ー

タ
移
行
の
困
難
さ
や
制
度
的
対
応
の
必
要
性
、
人
手

や
予
算
の
不
足
な
ど
に
つ
い
て
不
安
の
声
も
あ
る
。

こ
れ
ら
に
対
し
て
は
、
国
が
財
源
面
を
含
め
主
導
的

な
支
援
を
行
う
。
ま
た
各
地
の
実
情
や
進
捗
を
き
め

細
か
く
把
握
し
、
丁
寧
に
意
見
を
聴
い
て
進
め
る
予

定
だ
。

失
敗
を
繰
り
返
さ
ぬ
た
め
の 

行
動
変
容
を

　

政
府
が
横
断
的
な
組
織
を
作
り
、
国
と
地
方
の
デ

ジ
タ
ル
化
を
強
力
に
進
め
る
と
い
う
デ
ジ
タ
ル
改
革

は
、
今
回
が
初
め
て
で
は
な
い
。
２
０
０
１
年
施
行

の
Ｉ
Ｔ
基
本
法
も
、
そ
の
後
の
Ｉ
Ｔ
戦
略
本
部
の
活

動
も
、
２
０
１
３
年
の
政
府
Ｃ
Ｉ
Ｏ
設
置
と
Ｉ
Ｔ
戦

略
本
部
か
ら
Ｉ
Ｔ
「
総
合
」
戦
略
本
部
へ
の
体
制
強

化
も
、
同
じ
よ
う
な
こ
と
を
謳
っ
て
き
た
が
、
結
局

「
デ
ジ
タ
ル
敗
戦
」
と
も
評
さ
れ
る
事
態
を
招
い
て

し
ま
っ
た
。
政
府
・
自
治
体
は
、
そ
の
反
省
と
教
訓

の
上
に
立
ち
、
今
回
こ
そ
は
失
敗
を
繰
り
返
さ
な
い

よ
う
、
真
摯
に
粘
り
強
く
改
革
を
進
め
る
必
要
が
あ

る
。
こ
の
デ
ジ
タ
ル
改
革
を
、
情
報
シ
ス
テ
ム
の
技

術
的
な
内
容
で
留
め
ず
、
行
政
の
あ
り
方
や
国
・
地

方
の
連
携
、
官
・
民
の
連
携
を
見
直
し
、
デ
ジ
タ
ル

技
術
が
力
を
発
揮
出
来
る
よ
う
に
、
そ
れ
ぞ
れ
が
行

動
変
容
を
す
る
機
会
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

具
体
的
に
は
、
政
府

が
国
・
地
方
・
独
立
行

政
法
人
な
ど
の
共
通
基

盤
と
し
て
整
備
す
る

「（
仮
称
）Gov-Cloud

」

の
上
に
各
Ｉ
Ｔ
企
業
が

自
治
体
向
け
シ
ス
テ
ム

を
開
発
し
、
全
国
の
自

治
体
は
そ
の
サ
ー
ビ
ス

を
利
用
す
る
よ
う
に
す

る
。
ま
た
そ
の
前
提
と

し
て
、
デ
ジ
タ
ル
庁
が

策
定
す
る
基
本
方
針
の

も
と
で
各
府
省
が
業
務

の
見
直
し
と
標
準
化
・

共
通
化
を
行
い
、
情
報

シ
ス
テ
ム
の
標
準
仕
様

を
作
成
す
る
。
２
０
２

１
年
の
通
常
国
会
に
は
、

標
準
シ
ス
テ
ム
の
使
用

を
地
方
自
治
体
に
義
務

付
け
る
方
向
で
法
案
が

提
出
さ
れ
る
予
定
だ
。

各
自
治
体
が
整
備
し
て

き
た
シ
ス
テ
ム
か
ら

Gov-Cloud
上
の
標
準

シ
ス
テ
ム
へ
の
移
行
は
、

２
０
２
５
年
度
が
目
標

図表２　地方公共団体の業務システムの統一・標準化の加速策

「（仮称）Gov-Cloud」利用地方公共団体 順次拡大

「（仮称）Gov-Cloud」
の提供（地方公共団体
関係）

2020年度
（令和２年度）
１～３月

2021年度
（令和３年度）

2022年度
（令和４年度）

2023年度
（令和５年度）

2024年度
（令和６年度）

2025年度
（令和７年度）

標準化
（共通要件、機能要件の
基準）

標準準拠システムの開発

地方公共団体

「（仮称）Gov-Cloud」提供

仕様策定・仕様の調整
（データ要件・連携要件等、
17業務の機能要件）

標準準拠システムへの移行（※）
（地方公共団体は「（仮称）Gov-Cloud」
を活用し、標準準拠システムを利用）

標準準拠
システム開発
「（仮称）
Gov-Cloud」
上でのサービス
提供前提

法案提出

※ 取り組みにおいては地方公共団体の意見を丁寧に聴いて進める。

出所：デジタルガバメント実行計画別添「マイナンバー制度及び国と地方のデジタル基盤の抜本的な改善に向けて
（国・地方デジタル化指針）」
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